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背景
本エグゼクティブサマリーでは、AICPA® & CIMA® 
と持続可能な開発のための世界経済人会議 
（WBCSD）が共同で推進した統合パフォーマンス 
管理（IPM）プロジェクトの成果について詳述して 
います。このプロジェクトは、ビジネス価値創造の 
方法を根底から変革する、進化し続ける市場環境へ 
の対応策として実施されました。現代のビジネ 
ス環境は、組織に対して柔軟な適応を要求する、 
ダイナミックな変化に満ちています。

現在、企業価値の大部分の90%が無形資産に依存し 
ていることを踏まえ、統合パフォーマンス管理 
（IPM）のフレームワークは、戦略を十分に理解し 
た従業員の積極的な関与が成功の鍵であると位置づ 
けています。戦略目標と日常業務の一体化、プロセ 
ス、活動、プロジェクト間の全レベルでの緊密な連 
携が成功への要件とされています。

IPMのフレームワークは、25名のエグゼクティブへ 
のインタビュー、50人以上が参加した7回の座談会、 
そしてWBCSDメンバー企業のステアリンググルー 
プによって開発・検証されました。本レポートで強調 
される影響要因は、フレームワーク設計における 
重要な洞察を提供し、その形成に寄与しています。

2021年、AICPA&CIMAとWBCSDは、現代ビジネス 
の複雑な課題に対応するパフォーマンス管理の進化 
を探求する重要な一歩として、「 Reimagining 
performance management 」を発表しました。 

この研究報告において、世界各地の企業がパフォー 
マンス管理に苦慮しているのは、戦略や、パフォー 
マンス管理、インセンティブ、そして人材の間の乖 
離に直面しているからだという現状が浮き彫りにな 
りました。リーダーたちは、個々のチームや個人の 
目標を組織全体の戦略的目標に結びつけるという困 
難に取り組んでいることが明らかです。分析結果か 
らは、戦略、パフォーマンス、インセンティブを新た 
な業績志向文化の中で積極的かつ意図的に調和さ 
せる必要があることが分かりました。

従業員を戦略に結びつける挑戦に加え、多くのステ 
ークホルダーが企業に対し、サステイナビリティと 
ESG要因を戦略に組み込み、その成果を報告すること 
を強く要求しています。これらの期待は、変化し続 
けるグローバルな規制と基準設定のフレームワーク 
に継続して組み込まれています。

株主は予測可能で安定し、競争力のあるリターンを 
望む一方、取締役会や管理職は、短期的な利益追求 
が長期的なビジネスの展望に悪影響を及ぼす可能性 
をより深く理解しています。このため、彼らは、 
長期的な成功の評価において重要な外部要因を考慮 
に入れ、長期的な株主価値の向上を目指す戦略を策 
定しています。このようなビジネスの複雑さの増加
は、パフォーマンス管理の再考を促しています。

https://www.aicpa-cima.com/resources/download/reimagining-performance-management
https://www.aicpa-cima.com/resources/download/reimagining-performance-management
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IPMのフレームワーク
IPMのフレームワークは、特に戦略実行、財務、サステ 
ナビリティに深く関わる上級経営幹部向けに設計され 
ており、彼らが戦略の全潜在能力を最大限に引き出 
し、ビジネスの回復力を強化し、業績評価と 
管理の既存のアプローチに挑戦する手助けをします。 
このフレームワークは、世界中のあらゆる規模、業 
種の組織に適用可能です。ただし、IPMのフレーム 
ワークの実装にかかる時間と複雑さは、各組織の具 
体的な状況と目標によって異なります。

IPMのフレームワークは、組織のパーパスと価値観 
に合致したパフォーマンス管理システムを実装する 
ためのロードマップを提供します。これは、多元的 
な資本とステークホルダーを考慮し、長期的な価値 
創出の原則を採用し、従業員をその中心に据えるも 
のです。

このフレームワークの目指すところは、以下の通り 
です。

  企業が戦略の全潜在力を発揮できるよう、人的資 
本がビジネス運営と長期的価値創造に与える肯定 
的影響を最大限に活かすことを指導する。

  戦略目標の実行において多元的資本を活用し、組 
織の各階層で目標達成の責任者を明確にすること 
で企業を支援する。

  企業が戦略に関連するESG要素を経営情報、意思 
決定、資源配分、業績管理プロセスに統合するこ 
とを助ける。

  組織のパーパス、価値観、戦略目標に合致した企 
業文化を育成し、戦略に対する従業員の関与を促 
進する。

  人およびチームのパフォーマンスを企業のパフ 
ォーマンス、戦略、パーパスと密接に結びつけ、 
全レベルの従業員にとって意義深くモチベーショ 
ンを高めるインセンティブを提供する。

 

IPMのフレームワーク（図1）には以下が含ま
れます。 
  包括的概念：このフレームワークは、明確に定義 

された組織のパーパス、堅固な戦略、効果的なコ 
ーポレートガバナンスに基づく戦略の実行と改善 
に焦点を当てる。

  原則：フレームワークは、多元的資本、多様なス 
テークホルダー、長期的価値創造の原則を包括し 
ています。戦略の成果に関する継続的なフィード 
バックのメカニズムを提供し、幅広いステークホ 
ルダーへの価値創造を実現するための戦略の精緻 
化を支援する。

  構成要素：フレームワークには、リーダーシップ、 
文化、資源管理、プロセスに関する要素が含まれ 
ています。IPMのフレームワークの適用は継続的 
かつ循環的であり、各要素が戦略の実行に関する 
フィードバックループを提供する。

  経営情報と業績：フレームワークの要素は、効果 
的な戦略実行に関する洞察を深める経営情報の提 
供を促進し、生産性、機能活用、モラルハザード 
リスクの軽減に関するデータを提供します。また、 
従業員を引き込む、自信を与え、信頼を築くこと 
で向上させるのに役立つ。
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1 - 統合パフォーマンス管理（IPM）フレームワーク

目的

多元的資本

成功を測る指標の設定
生産性の向上
機能の効率的活用

経営 パフォーマンス

回復力、持続可能性、適応性、革新性を備えたビジネス

説明責任
モラルハザードリスク

戦略

マルチステークホルダー

ガバナンス

長期的価値の追求

従業員の参画 
従業員の権限委譲
信頼の構築 

包括的概念

原則

 

IPM 
フレームワーク 

構成要素

リーダーシップ
構成
所有権
権限

プロセス
マッピング
コネクティビティ
インパクト

資源管理
運用予算と資本予算の最適化
報酬制度とインセンティブの設計

パフォーマンス文化

パフォーマンス指向

戦略的焦点と責任の明確化

効果的なコントロール 
 
  視界の確保とエンゲージメ 
    ントの促進

       透明性と可視性の強化

           協力と協調の推進

                データに基づく意思決定
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IPMのフレームワークは、IPM成熟度モデルと取り 
組み属性表を通じて、従来のパフォーマンス管理 
から統合パフォーマンス管理アプローチへの移行 
のガイダンスを提供します。

企業はIPM成熟度モデルを活用し、IPMアプローチ 
の採用に向けた各段階での位置づけを行うことが 
できます。

企業は、IPM成熟度モデルを用いて、多様な指標 
を通じて進捗を把握し、より戦略的志向の企業へ 
と進化するための計画を立てることが可能です。 
これには、リーダーシップの権限やアプローチの 
変更が含まれ、時間をかけて組織の基本的な人間 
関係や資源管理プロセスなどの他の側面に自然な 
変化が生じることが期待されます。

取り組み属性表を活用することで、組織は資本的ま 
たは業務的な性質を問わず、戦略的な取り組みの進 
捗を効果的に把握し報告することが可能となります。 
これにより、経営陣は事業全体の意思決定が測定に 
基づいているか、それとも偏見や勘に依存している 
かを判断することができます。

IPMのフレームワークは、人材がビジネスの中核であ 
るという認識に立脚しています。パフォーマンス・ 
マネジメントを再構築し、意思決定の中心に人材を 
据えることで、IPMフレームワークは企業が戦略的な 
目標を実現するために従業員を真に関与させること 
を支援します。これにより、事業の回復力が向上し、 
より持続可能な企業が形成され、企業のより広範な 
ステークホルダーにとって最善の決定が行われるこ 
とが期待されます。
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図2 - 3段階マッピングプロセス

IPMのフレームワークには、統合パフォーマンス管 
理への移行を支援する3段階のプロセスが含まれて 
います。このプロセスでは、企業が戦略内の全て 
の取り組みと、それぞれの取り組みが戦略内の他 
の取り組みに与える相対的な影響との間の連携を 
確立することを提案しています。

1. 取り組みを戦略にマッピング — このマッピング 
は、各取り組みが関連づけられる、または支援 
する戦略を特定する過程である。

2. 取り組み間の接続 — この接続性は、取り組み間 
の関係性を明らかにすることを意味します。例 
えば、「2035年までにネットゼロを達成する」 
という戦略を支える取り組みには、「カーボン 
アカウンティング」「オフセット」「サプライ 
ヤーやその他のステークホルダーの参画」など 
がある。 

このコネクティビリティは、取り組みが他の取り 
組みをサポートするような、1対1または1対複数の 
基準でブール値（true/false）で表される。

3. インパクトの評価 — この評価には、支援する 
取り組みがそれを支える取り組みの成功に及 
ぼす影響を評価し、同じ取り組みに関連する 
他の支援取り組みとの関連でこの影響につい 
て合意を形成することが含まれる。 
このインパクトはパーセンテージで表される。

各取り組みが支援する戦
略を特定する。

関連する取り組みを 
特定する。

支援する取り組みが戦
略に与える相対的な影
響を評価する。

マッピング1 2 3コネクタビリティ インパク
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